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精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築支援事業
自治体情報シート（令和８年度）

大阪府における「精神障がいにも対応した
地域包括ケアシステム構築」について

大阪府は、精神障がいの有無や程度にかかわらず、だれもが安心して自分らしく暮
らすことができるよう、市町村単位・圏域単位・都道府県単位の協議の場が連携した
「精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム」による重層的な連携支援体制の構
築を進めます。

大阪府
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※必須 １ 大阪府の基礎情報
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大阪府

取組内容

【精神障がい者の地域移行の取組み】

・大阪府では、「地域精神医療体制整備広域コーディネーター」を
配置し、精神科病院職員の退院促進に関する理解促進・退院の可能
性のある患者の把握を実施し、市町村の支援者へのつなぎを行って
ます。

・病院だけで退院支援を行うことが難しい複合的な課題のある個別
事例について、伴走支援を行っています。

【『にも包括』に係る協議の場】

・市町村・圏域の「にも包括」に関わる協議の場に、広域コーディ
ネーター等が積極的に参画し、それぞれの地域の課題を共有し、好
事例の横展開を行います。

・大阪府の協議の場では、市町村・圏域の協議の場の運営状況の把
握を行います。

※政令市を含む

＜基本情報入力シート＞

（※「■網掛け」部分及び「●」部分に半角数字で入力してください）
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精神障害にも対応した地域包括ケアシステム

の構築に向けた保健・医療・福祉関係者によ

る協議の場の設置状況（R８年４月時点）

1

（自立支援）協議会の開催頻度（R7年度）
精神領域に関する議論を

行う部会の有無
有

1818

34 34有

有

有

（自立支援）協議会の開催頻度

都道府県

障害保健福祉圏域

市町村
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/

２ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）

・長期入院精神障がい者の退院の促進
１ 大阪府では、1年以上の⾧期入院患者数の削減を目指し 

平成29年度～令和元年度 「⾧期入院精神障がい者退院促進事業」
令和２年度 ～継続中 「⾧期入院精神障がい者退院支援強化事業」 として、退院促進に関する

事業を継続して実施しています
 ２ 府が配置している「地域精神医療体制整備広域コーディネーター」が、病院職員の退院促進に

関する理解促進や、退院の可能性のある患者の把握と、対象者を市町村の支援につなぐ役割を
果たします。また、病院だけで退院支援を行うことが難しい複合的な課題のある個別事例に
ついて、伴走支援を行っています。

 ・精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けて 
１ 精神障がいの有無や程度にかかわらず、だれもが安心して自分らしく暮らすことができるよう、
重層的な連携による支援体制を構築するために、市町村単位、圏域単位、都道府県単位 の協議
の場が連携し精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムが構築されるための支援を行ってい
ます。 

２ 市町村や圏域の協議の場に府の広域コーディネーター等が出席し、情報の集約を行い、課題を
共有し、好事例の横展開を行います。また大阪府の協議の場において各地域の課題を広域的に集
約し、状況の把握に努めています。

 3 各々の圏域や地域の取組を相互に参照し連携を促進するため、＜大阪府版「精神障がいにも 
対応した地域包括ケアシステム」ポータルサイト＞を作成しました。(R6.12～) 
https://www.pref.osaka.lg.jp/o090080/osaka_nimohokatsu.html 4 
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３ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の経緯

/

府

地域移行支援は個別給付化。
府の事業として「地域体制整備コーディネーター」を相談支援事業
所等に委託（各保健所圏域）

市町村に自立支援協議会に
精神障がい者の地域移行を検討
する専門部会の設置を要請

平成12年度
～23年度

大阪府における
退院促進に係る事業

平成24年度
法改正

地域移行制度化

平成25年度
～26年度

「市町村精神障がい者地域移行推進体制整備事業」として、「地
域相談支援マネージャー」を相談支援事業所等に委託
（各保健所圏域）

市町村協議の場の
立ち上げ

（自立支援協議会の部会
を位置づける場合もあり）

平成27年度
～28年度

「長期入院精神障がい者地域移行総合的推進体制検証モデル
事業」として、「精神障がい者地域移行アドバイザー」を相談支援
事業所等に委託（各保健所圏域）

府障がい者自立支援協議
会 地域支援推進部会

「精神障がい者地域移行
推進ワーキンググループ」の
立ち上げ

市町村協議の場

平成29年度
～令和元年度

同ワーキンググループを
「大阪府の協議の場」に
位置づけ

「長期入院精神障がい者退院促進事業」として、
「地域精神医療体制整備広域コーディネーター」6名を府に配置

圏域協議の場の
立ち上げ

令和2年度～

大阪府協議の場 圏域協議の場

「長期入院精神障がい者退院支援強化事業」として、「地域精神
医療体制整備広域コーディネーター」 6名を府に継続配置

市町村

保健所
圏域

府 保健所
圏域

市町村

自立支援協議会等に係る各地域の会議

「精神医療相談・医療連携体制の構築に係る事業」として、「精神障
がい者医療相談事業」の一部を実施 等

地域包括ケアシステム構築推進事業

府の保健所において、病院から推薦のあった患者の退院に向けた
支援を行い、課題として挙げられる社会資源の充実等について検討を
行うため、保健・医療・福祉の関係者からなる「自立支援促進会議」
を開催(平成23年度で廃止）

大阪府では、退院促進支援に係る事業を継続実施
事業名：社会的入院解消研究事業 →

地域生活移行支援研究事業 →
精神障がい者退院促進支援事業

府
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＜Ｒ７年度までの成果・効果＞

課題解決の達成度を測る指標 目標値
（Ｒ７年度当初）

実績値
（Ｒ７年度末）

具体的な成果・効果

①都道府県ごとの協議の場の開催 Ｒ7年度中
２回開催

2回開催 大阪府の現状についての把握と各地域におけ
る課題や情報を集約。
「⾧期入院精神障がい者退院支援強化事業」
の実績について共有した。

②保健所圏域ごとの協議の場の開催 R7年度中
全圏域18か所
（政令市・中核市
合計９市含む）で
開催

18/18 圏域における協議の場の開催により、精神科
医療機関との連携をより図ることが可能に
なっている。現状の把握や地域ごとの問題点
を共有し、支援者の孤立を防ぎ支援をつなぐ
ことが出来ている。

③市町村ごとの協議の場の開催 R7年度中
全市町村で開催
(合同設置含む）

34/34 府内市町村の協議の場に積極的に地域精神医
療体制整備広域コーディネーターが参加する
ことで、大阪府全域における協議の場の状況
の把握が可能になり、好事例の横展開を実施
し、地域と精神科病院との顔つなぎなど、き
め細かな支援の展開につながった。

④⾧期入院精神障がい者退院支援強化事業 院内研修 30回
全体研修 1回
退院支援ピアサ
ポート強化事業な
どの実施 9事業
所

院内研修 28回
全体研修 1回
ピアサポート強
化事業 9事業所

対面だけでなく、オンラインを利用しての研
修実施や、非接触媒体作成による退院意欲喚
起等、状況に応じて柔軟に対応することで、
実施の実績が向上した。病院との交流が深ま
り、対面での院内茶話会の開催が増加してき
ている。壁新聞作成も継続され、病院連携の
内容が豊かになった。

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に資する取組の成果・効果
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【特徴（強み）】
○大阪府が広域に配置している「地域精神医療体制整備広域コーディネーター」が、各市町村や圏域の協議の場に参加して連
携することにより、それぞれの状況把握や好事例の横展開が可能となっている。また、大阪精神科病院協会の協力を得て、精
神科医療機関から圏域協議の場等へのスムーズな参画が図れている。
○「⾧期入院精神障がい者退院支援強化事業」における精神科病院職員研修や退院支援ピアサポート強化事業などの継続によ
り、退院意欲喚起を図り、病院と地域の支援者との顔つなぎが可能となっている。
○各地域や精神科病院相互の連携強化のため、＜大阪府版「にも包括」ポータルサイト＞の運用を開始。

課題 課題解決に向けた取組方針 課題・方針に対する役割（取組）

○⾧期入院患者数が減少し
ている中、状態像が寛解・
院内寛解の⾧期入院患者数
はほぼ横ばいである。
○1年以上⾧期入院していた
患者の退院後の行先は、約
30％が死亡、約30％が転
院・転科であることが判明。
○以上より、適切な地域移
行に向けての活動は今後も
必要であることを確認。

☆「にも包括」協議の場の活性化と
相互連携の強化

☆精神科病院への働きかけの継続と強化

☆広域での課題の共有と好事例の横展開

保健
制度の利用の促進 人材育成
相談支援体制の整備

医療
「押し出す力」
研修実施などによるスタッフの啓発・地域
移行に関する意識の改革 など

福祉
「引っ張る力」
好事例の共有 顔の見える関係づくりなど

広域コーディネータ―
（府）

「押し出す力」と「引っ張る力」のマッチ
ング
「にも包括」ポータルサイトの運用

課題解決の達成度を測る指標 現状値
（Ｒ８年度当初）

目標値
（Ｒ８年度末）

見込んでいる成果・効果

①協議の場の開催状況 100％ 100％ 病院からの「押し出す力」と地域から
「引っ張る力」をマッチングすることで、
支援者同士の顔つなぎが実現。地域の支援
力が向上し、⾧期入院患者が減少する。

②院内研修実施回数 28回 30回

③退院支援ピアサポート強化事業実施圏
域の拡大

９圏域で実施 ９圏域

※赤枠内
必須

５ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた現時点における強みと課題
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【にも包括構築の体制】
大阪府福祉部障がい福祉室生活基盤推進課に「地域精神医療体制整備広域コーディネーター」を配置し、圏域・市町村の協議の場に可能な限り参加し、
課題を共有し、好事例を横展開して地域から「引っ張る力」を強化している。また、「⾧期入院精神障がい者退院支援強化事業」において、病院職員
研修やピアサポート強化事業を実施し、病院からの「押し出す力」を強化し、地域の「引っ張る力」とマッチングしている。
各地域や医療機関との相互連携のため、大阪府ホームページに「にも包括」ポータルサイトの運用を開始している

所管部署名（※） 所管部署における主な業務

福祉部障がい福祉室
生活基盤推進課

・地域精神医療体制整備広域コーディ
ネーターを配置
・大阪府の協議の場（大阪府障がい者自
立支援協議会地域支援推進部会精神障が
い者地域移行推進ワーキンググループ）
を運営
・ポータルサイトの運用

連携部署・機関名 連携部署・機関における
主な業務

健康医療部保健医療室
地域保健課
こころの健康総合センター
（大阪府精神保健福祉セン
ター） 他

・構築推進事業の実施
（精神医療相談など）
・管轄保健所における圏域協議の場の運
営、圏域内精神科医療機関との連携等

・入院者訪問支援事業の実施

※赤枠内
必須

６ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築のための連携状況（事務局）
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【その他事項】
・大阪府における「にも包括」関連事業が多領域にまたがって増加する中、カウンターパートとして取りまとめる部署が定まらない。

・市町村担当者や基幹相談支援センターの業務負担が大きく、精神保健福祉相談に充分に対応できていない状況が続いている。
地域での日常の相談業務が手一杯の中、地域移行を含めた医療連携への積極的な働きかけが困難な状況。

・法改正により精神科医療機関のケースワーカーの業務量が増え、以前と比べて退院支援に向けた連絡調整の時間がとりにくい現状がある。

名称 協議の場の構成員 開催頻度 実施内容

既存の会議体を活用している場
合はその名称・課題・強み等

大阪府障がい者
自立支援協議会
地域支援推進部
会精神障がい者
地域移行推進
ワーキンググ
ループ

保健：保健所、地域保健課、
精神保健福祉センター

年２回

・市町村・圏域の協議の
場で検討された課題を集
約

・「⾧期入院精神障がい
者退院支援強化事業」の
実績確認と今後の方向性
についての検討

・大阪府内の市町村・圏域協議の場に
大阪府の地域精神医療体制整備広域
コーディネーターが出席することによ
り、具体的な課題の共有が可能となっ
ている。
・精神科病院の協力による職員研修や
ピアサポート強化事業、複合的な課題
のある個別ケースの伴走支援等の実施
により、精神医療との連携における課
題の集約も具体的に可能となっている。
・精神保健医療福祉連携強化に向けて、
必要な状況把握と情報伝達が可能と
なっている。

医療：精神科病院、精神科診
療所

福祉：生活基盤推進課、相談
支援事業所、市町村障がい福
祉所管課

その他関係機関・住民等：
学識経験者、当事者、家族会

※赤枠内
必須

７ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築のための協議の場の実施状況
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